
 

2015 年 10 月 22 日 

日本銀行金融市場局 

 

 

「市場調節に関する懇談会」（2015年第 2回）の概要 

 

 

日本銀行では、「市場調節に関する懇談会」（2015 年第 2 回）を下記のとおり

開催しました。 

 

１．開催要領 

（日時）2015年 10月 21日（水）17時 30分から 

（場所）日本銀行本店 

（参加者）日本銀行本店を貸付店・売買店とするオペレーション対象先の市

場部門担当役員・実務責任者 

（日本銀行出席者）金融市場局長、市場調節課長、市場企画課長 

 

２．内容 

（１）金融市場局長挨拶 

（２）日本銀行からの説明 

・最近の金融市場の動向および市場調節の運営 

   （説明者）市場調節課長 

   （資 料）別添１ 

・わが国短期金融市場の動向  

― 東京短期金融市場サーベイ（15/8月）の結果 ― 

   （説明者）市場企画課長 

   （資 料）別添２ 

 

以  上 



 

 

 

＜市場調節に関する懇談会 説明資料＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最近の金融市場の動向 

および市場調節の運営 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１５年１０月２１日 

日本銀行金融市場局 

 

 

 

 

（別添１） 



 

 

１．量的・質的金融緩和 

（１）当面の金融市場調節方針 

（２）マネタリーベースと日本銀行のバランスシート 

   

２．最近の金融市場の動向      

（１）長期金利 

（２）短期金利 

 

３．最近の市場調節の運営 

（１）長期国債の買入れ 

（２）その他の資産の買入れ 

（３）短期国債買入れ 

（４）貸出支援基金、共通担保資金供給オペ 

（５）米ドル資金供給オペ 

（６）国債補完供給 

 



 

（図表１） 

 

当面の金融市場調節方針 

（2015年10月7日 政策委員会・金融政策決定会合決定） 
 

 

 

 

当面の金融政策運営について（抜粋） 

 

 

１．日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、次回金融政策決定会

合までの金融市場調節方針を、以下のとおりとすることを決定した。 

 

マネタリーベースが、年間約８０兆円に相当するペースで増加するよう金融市場

調節を行う。 

 

 

２．資産の買入れについては、以下の方針を継続する。 

 

① 長期国債について、保有残高が年間約８０兆円に相当するペースで増加するよ

う買入れを行う。ただし、イールドカーブ全体の金利低下を促す観点から、金

融市場の状況に応じて柔軟に運営する。買入れの平均残存期間は７年～１０年

程度とする。 

 

② ＥＴＦおよびＪ－ＲＥＩＴについて、保有残高が、それぞれ年間約３兆円、年

間約９００億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。 

 

③ ＣＰ等、社債等について、それぞれ約2.2 兆円、約3.2 兆円の残高を維持する。 

 

 

 
 

 

 



（図表２）

（単位：兆円）

見通し
14年10月
31日公表

実績

146.0 201.8 275 275.9 338.4 ＋約80兆円

（バランスシート項目の内訳）

　長期国債 91.3 141.6 200 201.8 262.8 ＋約80兆円

　ＣＰ等 1.2 2.2 2.2 2.2 2.0 残高維持

　社債等 2.9 3.2 3.2 3.2 3.2 残高維持

　ＥＴＦ 1.5 2.5 3.8 3.8 6.2 ＋約3兆円

　Ｊ－ＲＥＩＴ 0.12 0.14 0.18 0.18 0.25 ＋約900億円

　貸出支援基金 3.4 8.4 ― 23.4 28.5 ―

　共通担保資金供給 21.7 18.1 ― 8.0 6.3 ―

　買入国庫短期証券 16.4 24.2 ― 38.4 37.3 ―

164.8 224.2 297 300.2 365.4 ―

　銀行券 83.4 90.1 93 93.1 91.6 ―

　当座預金 58.1 107.1 177 178.1 242.2 ―

164.8 224.2 297 300.2 365.4 ―

（資料）日本銀行

マネタリーベース

その他とも資産計

その他とも負債・純資産計

（注２）貸出支援基金、買入国庫短期証券、共通担保資金供給の15年1月10日残高は、対外非公表。

マネタリーベースと日本銀行のバランスシート

13年3月末
（実績）

13年末
（実績）

14年末

15年9月末
（実績）

今後の年間
増加ペース
14年10月
31日公表



（図表３）

（１）日米欧の長期金利

（２）年限別利回り

（資料）日本相互証券、Bloomberg
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（図表４）

短期金利

（１）短期金利

（２）国庫短期証券の利回り
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（注）ＧＣレポレートは、東京レポ・レート。
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（資料）日本証券業協会、日本相互証券、日本銀行



（図表５） 

当面の長期国債買入れ方針 

（2015年 9月 30日公表） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（図表６） 

貸出支援基金の概要 

 貸出増加支援資金供給 成長基盤強化支援資金供給 

趣旨 ・貸出増加に向けた取り組みの支援 ・金融機関の成長基盤強化に向けた取

り組みの支援 

資金供給の枠 ・無制限 ・総額１２兆円（注１） 

残高 ・２３．６兆円 ・６．３兆円（注２） 

資金供給の支援

対象 

 

・「残高算出期の貸出残高」から、

「2012年 10月から 12月までの四

半期以降、残高算出期を除く各四

半期における既住ピーク貸出残

高」を控除した貸出増加額（注３） 

─ 上記貸出増加額の２倍の範囲内

まで貸付を行うことが可。なお、

各四半期中の貸付限度額の未使用

枠は、次回以降に引き継がれない 

・予め提出を受けた「成長基盤強化に

向けた取り組み方針」に則して行わ

れた投融資 

─ 貸出等がネットで増加している必

要はない 

貸付期間（注４） ・４年 

─ 貸付先が希望する場合、１年単位

で期日前返済を行うことが可 

・（米ドル特則以外）４年 

─ 貸付先が希望する場合、１年単位

で期日前返済を行うことが可 

・（米ドル特則）１年 

 ─ 最長４年まで借り換え可 

・ いずれの貸付も、貸付期間中に、

見合いとなる投融資がなくなった

場合は、期日前返済を求める 

適用金利 ・年 0.1％ ・年 0.1％（注５） 

対象先（注６） ・預金取扱金融機関 ・預金取扱金融機関、証券会社等 

資金供給の方式 ・共通担保を担保とする貸付け ・共通担保を担保とする貸付け 

新規資金供給の

受付期限 

・2016 年３月末までの貸出増加分

が対象となる期限 

・2016年３月末までの新規貸出分が対

象となる期限 

（注１）本則：10兆円、ABL特則：５千億円、小口特則：５千億円、米ドル特則：120億米ドル（１兆円相当）。 

（注２）米ドル特則分を含む。 

（注３）新規貸付にかかる貸出増加額。 

（注４）新規貸付にかかる貸付期間。 

（注５）米ドル特則は、米ドル６か月物 LIBOR。 

（注６）日本銀行の当座預金取引の相手方ではない金融機関のうち、系統中央機関の会員である先については、各々の系統中央

機関を通じて制度を利用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 



（図表７） 

成長基盤強化支援資金供給の実績 

１．貸付実績（貸付先数、貸付額<本則、ABL等特則、小口特則は億円、米ドル特則は百万米ドル>） 

貸付期 
本則  

貸付期 
ABL 等特則   小口特則（注） 米ドル特則 

先数 貸付額  先数 貸付額 先数 貸付額 先数 貸付額 

第１回 47 4,625   第１期 17 381 9 30 6 711 

第２回 106 9,983   第２期 9 175 27 14.66 17 1,546 

第３回 122 7,221   第３期 13 380 19 9.15 16 1,219 

第４回 126 8,296   第４期 11 214 22 12.06 30 1,518 

第５回 99 1,395   第５期 7 36 18 6.92 26 1,636 

第６回 85 1,629   第６期 7 115 21 6.34 23 864 

第７回 80 1,469   第７期 9 102 21 7.42 25 1,418 

第８回 87 2,896   第８期 5 30 19 12.25 25 1,999 

第９回 71 2,122   第９期 7 29 22 15.23 35 1,562 

第 10 回 80 2,156   第 10期 11 50 23  11.73 13 172 

第 11 回 78 1,611   第 11期 13 116 21 8.63 8 9 

第 12 回 73 3,099   第 12期 13 313 20 15.52 14 44 

第 13 回 68 1,808   第 13期 7 29 22 29.07 14 14 

第 14 回 71 2,237   第 14期 10 186 18 10.08   

第 15 回 64 1,866  第 15期 2 54     

第 16 回 71 4,172  第 16期 3 85     

第 17 回 71 6,568  第 17期 6 78     

第 18 回 79 11,530         

第 19 回 71 6,463         

第 20 回 67 6,685         

第 21 回 57 5,489         

（注）第２期より貸付額を億円単位から百万円単位に変更。 

２．貸付残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「大手行」は、みずほ、三菱東京 UFJ、三井住友、りそな、埼玉りそな、三菱 UFJ 信託、みずほ信託、三井住友

信託、新生、あおぞら。「地域金融機関等」は、地方銀行、第二地方銀行、信用金庫、系統上位金融機関、政府系

金融機関、外国金融機関、証券会社等。以下、同様。 
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（図表８） 

 
貸出増加支援資金供給の実績 

 

１．貸付実績（貸付先数、貸付額<億円>） 

貸付期 先数 貸付額 

2013年 6月実施分 70 31,519 

同 9月実施分 26 8,812 

同 12月実施分 45 10,528 

2014年 3月実施分 54 34,653 

同 6月実施分 60 49,368 

同 9月実施分 32 25,865 

同 12月実施分 48 31,336 

2015年 3月実施分 40 44,000 

同 6月実施分 35 21,369 

同 9月実施分 21 7,286 

 

２．貸付残高の推移 

 



 

（図表９） 

 

国債補完供給の実務運用の変更 

 

 

（2015年3月20日）利付国債に関する運用緩和 

 

 

１．銘柄別の売却上限額 

（従来） 

日本銀行が保有する残高（オペ等で売却が決定している金額を除く）の

100％または2,000億円のいずれか小さい額 

（変更後） 

日本銀行が保有する残高（オペ等で売却が決定している金額を除く）の

100％または4,000億円のいずれか小さい額 

 

２．連続利用日数 

（従来） 

一の売却対象先に対して同一銘柄を連続して売却することができる日数

は、原則として最長5営業日 

（変更後） 

一の売却対象先に対して同一銘柄を連続して売却することができる日数

は、原則として最長15営業日 

 

 

 

（2015年8月31日）国庫短期証券を新たに対象に追加 

 

 

１．銘柄別の売却上限額 

日本銀行が保有する残高（オペ等で売却が決定している金額を除く）の

100％または1,000億円のいずれか小さい額 

 

２．連続利用日数 

一の売却対象先に対して同一銘柄を連続して売却することができる日数

は、原則として最長5営業日 

 

 



 

 

＜市場調節に関する懇談会 説明資料＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わが国短期金融市場の動向 

－東京短期金融市場サーベイ（15/8 月）の結果－ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１５年１０月２１日 

日本銀行金融市場局 

 

 

 

 

（別添２） 



 

 

 
 
１．サーベイの概要 

２．短期金融市場の取引残高 

３．コール市場の動向 

４．CP 市場の動向 

５．付利先・非付利先別の動向 

６．海外との円資金取引 

７．レポ市場の動向 

 （１）全体 

 （２）GCレポ取引 

 （３）SCレポ取引 

 （４）翌日物 GC レポ取引の約定日別残高 

８．現金担保付株券等貸借取引（株レポ）の動向 

９．裁定取引のスタンス 

10．短期金融市場の機能度・収益性 

11．諸課題への取り組み状況 

 （１）国債決済期間短縮化、新現先への移行 

 （２）バックアップ拠点体制と市場レベル BCP 

 


















